
平成２７年度水産関係補正予算の概要

平成27年12月
水 産 庁

総額 ５０７億円

公 共： ９７億円
非公共：４１０億円

うち、ＴＰＰ関連対策２８０億円

１ 「ＴＰＰ関連政策大綱」に基づく施策の推進

（１）持続可能な収益性の高い操業体制への転換

○ 水産業競争力強化緊急事業［基金化］

① 広域浜プランの策定等に対する支援 ５億円

・ 広域的な漁村地域が連携して取り組む浜の機能再
編や中核的担い手の育成等を目指す広域浜プランの
策定、収入向上・コスト削減の実証的取組（養殖用
生餌の安定供給等）を支援

② 水産業競争力強化のための取組に対する支援 ８０億円

・ 競争力強化のため、共同化を核とした効率的な操
業体制の確立に取り組む漁業者グループを支援

・ 生産性の向上、省力・省コスト化に資する漁業用
機器等の導入を支援

③ 水産業競争力強化のための施設整備 ６２億円

・ 高鮮度化、産地市場統廃合等による競争力強化を
図るための共同利用施設の新設・改築、既存施設の
撤去を支援

④ 水産業競争力強化のための漁船導入に対する対策 ７０億円

・ 広域浜プランに基づく担い手へのリース方式による
漁船の導入や国際水準に見合った漁船の導入を支援

⑤ 水産業競争力強化のための金融支援 ７億円

・ 漁業用機器や漁船の導入に係る借入資金の実質無
利子化等を支援

※ 漁業経営セーフティーネット構築事業の運用改善
・ 燃油価格が急騰した場合の発動基準を見直すとと
もに、通常の発動時における国の負担割合を見直し
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（２）高品質な我が国農林水産物の輸出等の需要フロンティアの開拓

○ 水産物輸出拡大緊急対策事業＜一部公共＞

① 水産物輸出促進のための基盤整備＜公共＞ ３０億円

・ 今後、輸出拡大が見込まれる大規模な拠点漁港に
おける集荷・保管・分荷・出荷等に必要な共同利用
施設等の整備を支援

② 水産物輸出促進のための緊急推進対策 ２５億円

・ 輸出先国のＨＡＣＣＰ基準を満たすための水産加
工・流通施設の改修、輸出先国の品質・衛生条件へ
の適合に必要な機器整備、海外でのプロモーション
活動等を支援

２ 水産日本の復活

① 漁業構造改革総合対策事業 ３５億円

・ 高性能漁船の導入等による収益性向上を支援

② ノリ競争力強化対策 １０億円

・ ノリ高性能刈取船、大型ノリ自動乾燥機、付帯設備
等の導入を支援（強い水産業づくり交付金で実施）

③ 新規漁業就業者総合支援事業 ３億円

・ 新規漁業就業者の確保のため、漁業現場における長
期研修等を支援

④ 韓国・中国等外国漁船操業対策事業 ２５億円

・ 外国漁船が投棄した漁具等の回収・処分、外国漁船
の操業状況の調査・監視等を支援

３ ロシア200海里水域におけるさけ・ます流し網漁

禁止に係る緊急対策

① ロシア200海里水域における代替漁法への転換支援 ３億円

・ ロシア200海里水域におけるさけ・ます漁について、
禁止された流し網漁法に代わる新たな漁法への転換の
可能性の調査・検証を実施

② 減船対策（基金事業期間の延長） （１３億円※）

・ ロシア200海里水域におけるさけ・ます流し網漁の禁
止に伴い、減船を実施した漁業者に対し、国際漁業再
編対策事業資金から交付金を交付

（※ 減船対策は、既存基金を活用。）
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③ 我が国200海里水域・公海における代替漁業への転換支援
５０億円

・ ロシア200海里水域におけるさけ・ます流し網漁の禁
止に伴い、我が国200海里水域や公海において、新たな
魚種を漁獲対象とする代替漁業への転換を支援（漁業
構造改革総合対策事業で実施）

④ ホタテ等養殖試験に対する支援 １億円

・ 流氷域におけるホタテガイ垂下式養殖、ベニザケ養殖
に関する技術開発試験を実施

⑤ 漁港・漁場の整備＜公共＞ １２億円

・ 資源回復や生産力向上のための漁場整備、拠点漁港
における衛生管理対策等を推進

⑥ 種苗生産施設等の整備 ２９億円

・ 地場水産業の振興に必要な種苗生産施設、さけ・ま
すふ化放流施設等の整備を支援（強い水産業づくり交
付金で実施）

⑦ さけ・ます加工原料緊急対策 ６億円

・ さけ・ますからの原料転換に伴う製造ラインの改修や
さけ・ます加工原料確保に伴う輸送費等を支援

４ 防災・減災対策等の推進

（１）水産基盤整備事業＜公共＞ ３８億円

・ 漁港における地震・津波・台風等の自然災害に備えた対
策を推進

（２）漁港施設災害復旧等事業＜公共＞ １７億円

・ 豪雨・台風等の被害に係る漁港等の災害復旧事業等を早
期に実施
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水産業競争力強化緊急事業
【２２，５００百万円】

対策のポイント
水産業の競争力強化を図るため、持続可能な収益性の高い操業体制への転

換の取組を支援します。

＜背景／課題＞
・「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に即し、意欲ある漁業者が将来にわたり希望を持っ
て漁業経営に取り組むことができるよう水産業の体質強化を図ることが重要です。

・このため、浜の広域的な機能再編等を通じて持続可能な収益性の高い操業体制への転
換を進めることが必要です。

政策目標
平成32年までに１経営体当たりの生産額を10％以上向上

＜主な内容＞

１．広域浜プラン緊急対策事業 ４，４９８百万円
①広域浜プランの策定等に対する支援 ５億円
②水産業競争力強化のための取組に対する支援（ソフト経費支援）４０億円

① 複数の漁村地域が連携して取り組む浜の機能再編や中核的担い手の育成を推進
するための「浜の活力再生広域プラン」又は漁船漁業の構造改革を推進するため
の「漁船漁業構造改革広域プラン」の策定を支援します。
当該プラン等に基づき意欲ある漁業者が実施する収入向上・コスト削減の実証

的取組（養殖用生餌の安定供給、機能再編等）を支援します。
② 当該プラン等に基づき意欲ある漁業者が実施する収入向上・コスト削減の実証
的取組として、共同化を核とした効率的な操業体制の確立に取り組む漁業者グル

ープを支援します。
補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体等

２．競争力強化型機器等導入緊急対策事業 ４，０００百万円
水産業競争力強化のための取組に対する支援（機器導入支援） ４０億円
「浜の活力再生広域プラン」等に基づき、意欲ある漁業者が生産性の向上、省力

・省コスト化に資する漁業用機器等を導入する場合に支援します。
補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体等

３．水産業競争力強化緊急施設整備事業 ６，１７０百万円

「浜の活力再生広域プラン」に基づき、競争力強化のために必要となる施設の整
備、産地市場の統廃合等を推進するために必要な施設の整備及びそれら施設に関連
する旧施設の撤去を支援します。

交付率：都道府県へは定額（事業実施主体へは事業額の１／２以内等）

事業実施主体：民間団体

［平成27年度補正予算の概要］
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４．水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業 ７，０００百万円

（１）浜の担い手漁船リース緊急事業
浜が連携して水産業の競争力強化を図るため、「浜の活力再生広域プラン」に

基づき、中核的漁業者として位置づけられた者が所得向上に取り組むために必
要な中古漁船又は新造漁船を円滑に導入できるよう支援します。

（２）漁船漁業構造改革緊急事業
漁船漁業の競争力強化を図るため、「漁船漁業構造改革広域プラン」に基づき、

中核的漁業者として位置づけられた者が収益性向上に取り組むために必要な中
古漁船又は新造漁船を円滑に導入できるよう支援します。

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体

５．水産業競争力強化金融支援事業 ７３３百万円

２又は４の事業により、漁船の建造・取得・改修、漁業用機器等の導入を図る漁
業者等が借り入れる資金について、実質無利子や無担保・無保証人等での融資が可
能となるよう支援します。

融資枠：１０９億円

保証枠：８１億円

補助率：定額、１／２

事業実施主体：民間団体

（注）１～５の事業については、基金を造成し、複数年度の事業実施を可能とするなど

弾力的な運用を行います。

※ 漁業経営セーフティーネット構築事業の運用改善
・ 燃油価格が急騰した場合の発動基準を見直すとともに、通常の発動時における国の

負担割合を見直します。

お問い合わせ先：
１の①の事業 水産庁防災漁村課 （０３－６７４４－２３９２）

水産庁栽培養殖課 （０３－６７４４－２３８３）
１の②の事業 水産庁企画課 （０３－６７４４－２３４１）
２の事業 水産庁企画課 （０３－６７４４－２３４１）
３の事業 水産庁防災漁村課 （０３－６７４４－２３９１）

水産庁加工流通課 （０３－３５９１－５６１２）
水産庁栽培養殖課 （０３－３５０１－３８４８）

４の事業 水産庁研究指導課 （０３－６７４４－２０３１）
５の事業 水産庁水産経営課 （０３－６７４４－２３４７）
※の事業 水産庁企画課 （０３－６７４４－２３４１）

［平成27年度補正予算の概要］
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広域浜プラン（浜の活力再生広域プラン・漁船漁業構造改革広域プラン） 

水産業競争力強化緊急事業 

＜プランに基づき以下の事業を実施＞ 
 
 
 
 

 

水産業競争力強化 

緊急施設整備事業 

「浜の活力再生広域プラ
ン」（主に沿岸漁業）に基づ
き、高鮮度化、産地市場統
廃合等による競争力強化
を図るための共同利用施設
の新設・改築、既存施設の
撤去を支援 
 

 
 
 
 
 
 

水産加工処理施設 

（補助対象施設例） 

産地市場 

自己負担部分に係る融資について実質無利子化等を措置 

給氷基地 活魚出荷拠点 荷揚げはＡ浜に集約 

船だまりのみとする 流通拠点 

活魚出荷は陸送で 
Ｂ浜に集約 

広域での浜の機能再編 

Ａ浜 

Ｂ浜 

中核的漁業者への 
円滑な漁船導入 

産地市場 
・加工団地 

リース 

 
 
 
 
 

浜の担い手漁船 
リース緊急事業 

「浜の活力再生広域プラ
ン」（主に沿岸漁業）に基
づき、中核的漁業者への
リース方式による漁船の
導入を支援 

漁船漁業構造改革 

緊急事業 

「漁船漁業構造改革広域
プラン」（主に沖合・遠洋漁
業）に基づき、中核的漁業
者への国際水準に見合っ
た漁船の導入を支援 

国 

支援 

国 

支援 

広域な漁村地域が連携して取り組む浜の機能再編や
中核的漁業者の育成、漁船漁業の構造改革を推進 

 施設の再編整備等を推進 
 中核的漁業者を認定し、漁船の導入促進 
 収入向上・コスト削減の実証的取組（養殖用生餌の安定供給、共同化を核

とした効率的な操業体制の確立、機能再編等）への支援及び漁業用機器
等の導入促進 

「浜の活力再生広域プラ
ン」等に基づき、生産力の
向上、省力・省コスト化に
資する漁業用機器等の導
入を支援 

競争力強化型機器等 

導入緊急対策事業 

国 

漁業用機器の例 

支援 

船内機 

自動いか釣り機 

自動網洗い機 

【平成27年度補正予算額：２２，５００百万円】 

沿岸漁船 沖合・遠洋漁船 
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水産物輸出拡大緊急対策事業
【 】５，５００百万円

対策のポイント
ＴＰＰ大筋合意を踏まえ、水産物の輸出拡大を図るため、大規模流通・輸出

拠点漁港の整備や水産加工施設のＨＡＣＣＰ対応の推進等を支援します。

＜背景／課題＞

・ＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ協定）を契機として、水産物については相手国の

高品質な我が国水産物の一層の輸出拡関税が即時又は短期間で撤廃されることから、

することが重要です。大を推進

水産物・水産加工品輸出拡大協議会の主導のもと 大規模流通・輸出拠点・このため、 、

漁港の整備 輸出に必要な水産加工施設のＨＡＣＣＰ対応や機器整備への支援 海外、 、

することが必要です。でのプロモーション活動等を総合的に推進

政策目標
○水産物輸出額の拡大

（1,700億円（平成24年） → 3,500億円（平成32年 ））

＜主な内容＞

１．水産物輸出促進緊急基盤整備事業＜公共＞ 百万円３，０００
において、一貫大規模流通・輸出拠点漁港（特定第３種漁港等）を核とした地域

集荷･保管･分荷･出荷等に必要な共同利用施設等を一体的に整備した衛生管理の下、

します。

国費率：１／２等

事業実施主体：国、地方公共団体、水産業協同組合

２．水産物輸出促進緊急推進事業 百万円２，５００
（１）ＨＡＣＣＰ対応のための施設改修等支援事業

輸出先国のＨＡＣＣＰ基準への対応 水産加工を目指す水産加工業者等に対し、

します。施設の改修等を支援

（２）輸出促進機器整備事業
輸出先国の品質・衛生条件へ計画的な輸出に取り組む水産加工業者等に対し、

します。の適合に必要な機器整備を支援

（３）海外市場開拓推進事業
海外での現地コンサルタントの活用等により、輸出先国のニーズ等に合わせた

します。プロモーション活動等を実施

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：

１の事業 水産庁計画課 （０３－３５０２－８４９１）

２の事業 水産庁加工流通課 （０３－３５０２－８４２７）

［平成27年度補正予算の概要］
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 水産物輸出拡大緊急対策事業 

【平成27年度補正予算額 ： 5,500百万円】             

   水産物の輸出戦略に基づき、水産物・水産加工品輸出拡大協議会の主導の下、輸出促進による競争力強化を図るため、
◆水産物輸出促進緊急基盤整備事業〈公共〉 大規模流通・輸出拠点漁港（特定第３種漁港等）を核とした地域で、周辺 
 の産地からの水産物も取り込み、一貫 した高度衛生管理の下、集荷・保管・分荷・出荷等に必要な施設を一体的に整備 
 （輸出体制を短期間 に構築するため、荷さばき施設、製氷施設等を公共事業で支援） 
◆水産物輸出促進緊急推進事業 輸出先国のＨＡＣＣＰ基準に対応するための水産加工・流通施設の改修等の支援、輸 
 出先国の品質・衛生条件への適合に必要な機器整備の支援、海外でのプロモーション活動等を実施 

うち 公   共        3,000百万円 
   非公共（ハード） 2,000百万円 （ソフト） 500百万円                
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漁業構造改革総合対策事業
【 】８，５２３百万円

対策のポイント
漁業の競争力を強化し国際規制に対応するため、高性能漁船や代替漁業の

導入等による収益性向上及び経営多角化の実証の取組を支援します。

＜背景／課題＞

我が国の漁業は、輸入水産物や外国漁船との競合、資機材の高騰、更にはロシア連邦・

の200海里水域におけるさけ・ます流し網漁の禁止等の国際規制の影響が懸念される

など、厳しい経営環境にあります。

・このため、将来にわたる水産物の安定供給を確保し 「攻めの農林水産業」の発展に、

資するとともに、地域の活性化に繋がるよう、地域の主要産業である漁業の競争力を

収強化する省エネ・省コスト等の取組や代替漁業への転換を推進することによって、

があります。益性の高い操業・生産体制への転換・経営の多角化を早急に図る必要

政策目標
収益性の高い操業・生産体制への転換を促進

＜主な内容＞

漁業者の新しい操業・生産体制への転換を促進するため、高性能漁船の導入等による

収益性向上の実証の取組を支援します。

また、ロシア水域におけるさけ・ます流し網漁禁止の影響を受ける関係漁業者に対し

て、日本の200海里水域や公海における新たな魚種を漁獲対象とする代替漁業への転換

のための実証の取組を支援します。

補助率：定額、用船料相当額の１／２、１／３以内等

事業実施主体：特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構

［ （ ）］お問い合わせ先：水産庁研究指導課 ０３－６７４４－０２０５

［平成27年度補正予算の概要］

9



漁業者の新しい操業・生産体制への転換を促進するため、高性能漁船の導入等により、収益性向
上の実証の取組を支援。また、ロシア水域におけるさけ・ます流し網漁禁止の影響を受ける関係漁業
者に対する漁獲対象種の転換による実証への取組を支援。

漁業構造改革総合対策事業

収益性向上の実証支援

・生産者、流通・加工業者等が一体となって、地域の漁業・養殖業の改革計画を策定し、
高性能漁船の導入等による収益性向上の実証への取組を支援。

もうかる漁業創設支援事業による支援スキーム

〈運航経費〉

人件費
燃油費
えさ代
氷代
魚箱代
その他資材費
販売費
その他経費

基
金
か
ら
助
成

用
船
料
相
当
額
の

１
／
３
，
１
／
２
等
を

補
助
金
か
ら
助
成

〈用船料相当額〉
減価償却費
漁具等償却費
消耗品費
修繕費 など

（補助）

返
還
は
不
要

水揚金

（自己負担分）

（補助）

基
金
に
返
還

経費 収入

代替漁業への転換

・ロシア水域におけるさけ・ます流し網漁禁止の影響を受ける関係漁業者に対して、日本
の200海里水域や公海における新たな魚種を漁獲対象とする代替漁業への転換のため
の実証の取組を支援。

網船

探索船

従来船団
（４隻 ５２人）

網船兼運搬船

運搬船兼探索船

合理化船団
（２隻 ３３人）

運搬船２隻

船
団
縮
小
に
よ
る

操
業
の
合
理
化

さけ・ます対策支援

【平成27年度補正予算額：８，５２３百万円】

支援内容
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ノリ競争力強化対策
【 】１,０００百万円

対策のポイント
ノリ養殖の一層の効率化に取り組む漁業者に対して、ノリの品質を維持し

つつ生産効率化を進めるために必要な施設の導入等を支援します。

＜背景／課題＞

・外国産ノリの輸入の増加により、国内のノリ生産者への影響が懸念されています。

価格面で有利な外国産ノリに対抗 国内のノリ養殖業の生産効率化を進めて・ するため、

するとともに、 を図る必要があコストを削減 ノリの品質を維持して輸入品との差別化

ります。

政策目標
収益性の高い生産体制への転換を促進

＜主な内容＞

生産効率化 ノリ高性能刈取船、大型ノノリの品質を維持しつつ を進めるために必要な

を支援します。リ自動乾燥機、付帯設備及び上屋の導入

・支援対象 受益戸数５戸以上。ただし、協業のノリ網面積が15,000㎡以上の場合は３

戸ないし４戸も可。

交付率：都道府県へは定額（事業実施主体へは事業費の１／２以内）

事業実施主体：都道府県、市町村、漁業協同組合等

［お問い合わせ先：水産庁栽培養殖課 （０３－３５０２－０８９５ ］）

［平成27年度補正予算の概要］
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外国産ノリの輸入が増加しており、国内ノリ生産者への影響が懸念されている。価格面で有利な
外国産ノリに対抗するため、国内のノリ養殖業の生産効率化を進めてコストを削減するとともに、
ノリの品質を維持して輸入品との差別化を図る必要がある。

ノリ競争力強化対策
【平成２７年度補正予算額 ：１,０００百万円 】

ノリ高性能刈取船 ノリ加工施設の上屋大型ノリ自動乾燥機と付帯設備

支援対象：受益戸数５戸以上。
ただし、協業のノリ網面積が15,000㎡以上の場合は、３戸ないし４戸も可。

協業化の促進

高性能機器の導入

○ 補助率：１／２以内

○ 事業実施主体： 都道府県、市町村漁業協同組合 等

○ 交付先： 国⇒ 都道府県

国
産
ノ
リ
の
品
質
を
維
持
し
つ
つ
、

国
内
ノ
リ
養
殖
業
の
体
質
強
化

生
産
コ
ス
ト
を
削
減

事業内容 効 果

12



新規漁業就業者総合支援事業

【３００百万円】

対策のポイント

地域漁業の担い手を確保・育成するため、漁業への就業を希望する者を総

合的に支援します。

＜背景／課題＞

・ 、将来にわたって漁業が持続的に発展していくた漁業就業者の減少・高齢化が進む中で

めには、意欲のある です。新規漁業就業者の確保が重要

地域経済の底上げに資することが期待・漁業就業者の雇用を新たに創出することにより、

されます。

政策目標

毎年度2,000人の新規漁業就業者を確保

＜主な内容＞

漁家子弟を含む新規就業希望者の漁業現場漁業の就業情報の提供や就業相談会の開催、

（雇用型は最長１年間、独立型は最長３年間助成）します。での長期研修等を支援

：定額補助率

事業実施主体：民間団体

［お問い合わせ先：水産庁企画課 （０３－６７４４－２３４０ ］）

［平成27年度補正予算の概要］
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地域漁業の担い手を確保・育成するため、意欲ある若者が漁業に新規参入し、継続して漁業に携
わるための環境を整えるとともに、漁業の高付加価値化等に係る技術習得を支援。

・ＨＰやパンフレットにより就業情報を提供

・各都道府県の就業相談窓口を設置

・都市部や地方において、漁業就業のための座
学や体験漁業を実施する就業準備講習会を開
催

・都市部や地方の漁業就業相談会において、就
業希望者と漁村との面談(マッチング)を実施

漁業経営体に雇用される
研修生の指導者（主に法
人）に、研修経費を助成

漁業活動に必要な技術や経理・
税務、流通・加工、安全操業等の
知識の習得支援

漁業就業促進情報提供

技術習得支援

就業準備 就業・定着促進

雇用型 独立型

独立自営を目指す研修
生の指導者（主に個人）
に、研修経費を助成

長期研修支援

独立・自営就業法人・正職員として就業

新規漁業就業者総合支援事業 【平成27年度補正予算額：３００百万円】
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韓国・中国等外国漁船操業対策事業

【２，４７９ 】百万円

対策のポイント

我が国周辺海域における外国漁船の操業に対応するための漁業者の取組を

支援します。

＜背景／課題＞

・外国漁船による不法操業は、我が国周辺水域における水産資源管理の取組や我が国漁

業者による円滑な漁場利用に対する大きな障害となっています。

外国漁船の影響を受けている漁場の機能回復や漁業者の経営安定・被害救・このため、

し、我が国漁業の競争力を強化することが必要です。済を支援

政策目標

外国漁船の操業による影響を受けている漁業経営の安定

＜主な内容＞

外国漁船の投棄漁具等の回収・処分、外国漁船の操業状況の調査・監視漁業者による

します。等の外国漁船対策を支援

補助率：定額

事業実施主体：一般財団法人 日韓・日中協定対策漁業振興財団

［ （ ］お問い合わせ先：水産庁漁業調整課 ０３－３５０２－８４６９）

［平成27年度補正予算の概要］
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急増する韓国・中国等の国・地域の漁船により影響を受けている漁場の機能回復や漁業者の経営
安定・被害救済のための対策を支援。

韓国・中国等外国漁船操業対策事業 【平成27年度補正予算額 ２，４７９百万円】

効 果
○漁場機能回復管理協力

外国漁船の投棄漁具等の回
収・処分等への支援（用船料
や処分費等）

韓国漁船等による投棄漁具

○漁業経営安定化支援

緊急避泊する外国漁船による被害を軽減するた
めの監視活動等への支援（用船料等）

・資源回復による
漁場拡大

・漁業生産量の
増加

・経営の安定

○外国漁船被害救済支援

外国漁船の操業状況調査・監視、外国漁船による
漁具・施設被害の復旧支援等への支援（用船料等）

国

事業主体：
一般財団法人日韓・日中
協定対策漁業振興財団

○基金の管理・運用
○事業計画の承認及び

指導・助言
○事業計画に基づく事業

実施にかかる経費の
助成

補助金（補助率：定額）

事業実施者（漁協等）

○事業計画の策定
○事業計画に基づく事業
実施

事業費

事業内容 事業スキーム
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さけ・ます流し網漁禁止緊急対策
【１０，０００ 】百万円

対策のポイント
ロシア水域における流し網漁禁止法の成立に伴う北海道道東地域等を中心

とした地域経済への影響を緩和するための対策を総合的に実施します。

＜背景／課題＞
・平成27年６月29日に流し網漁を禁止するロシア連邦法が成立し、平成28年１月以降ロ

シア連邦の200海里水域におけるさけ・ます流し網漁が操業できない事態となってい
ます。

・日本漁船によるロシア水域でのさけ・ます流し網漁業は、北海道道東地域等を中心に
地域経済の中核を担う重要な漁業 地元関連産業への大きな影響がの一つであるため、

されます。懸念
・このため、関係漁業者、水産加工業者等に対して、さけ・ます流し網漁について代替

さけ・ます流し網漁漁法や代替漁業への転換支援、影響地域における施設整備支援等
する必要があります。関係地域への影響緩和対策を総合的に実施

政策目標
ロシア水域における流し網漁の禁止に伴う、我が国さけ・ます流し網漁関

係者及び北海道道東地域等への影響の緩和

＜主な内容＞

１．はえ縄漁法等可能性調査・検証事業 ２６０百万円
ロシア水域におけるさけ・ます漁について、禁止された流し網漁法に代わるはえ

縄漁法等新たな漁法への転換を図るため、新技術の導入や漁具・漁労設備の改良、
漁船を用いた試験操業により漁獲効率や経済性など、操業の可能性を調査・検証し
ます。

委託費

委託先：民間団体等

２．漁業構造改革総合対策事業 ８，５２３百万円の内数
、ロシア水域におけるさけ・ます流し網漁禁止の影響を受ける関係漁業者に対して

日本の200海里水域や公海における新たな魚種を漁獲対象とする代替漁業への転換の
ための実証の取組を支援します （５，０２３百万円の範囲内で支援 ）。 。

補助率：定額、用船料相当額の１／２以内等

事業実施主体：特定非営利活動法人 水産業・漁村活性化推進機構

３．養殖魚安定生産・供給技術開発事業 ８０百万円

（１）ホタテガイ垂下式養殖技術開発調査
流氷の影響を受ける等冬期の海洋環境が厳しい水域におけるホタテガイ垂下式養

殖に必要な養殖適地調査を実施します。

（２）ベニザケ養殖実証技術開発調査
これまで養殖方法が確立されていないベニザケ等高価な新魚種の導入や実用化さ

れていない新規の飼育管理技術を用いた新たな養殖手法を開発します。
委託費

委託先：民間団体等

［平成27年度補正予算の概要］
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［平成27年度補正予算の概要］

４．水産基盤整備事業＜公共＞ １，２３５百万円
、ロシア水域におけるさけ・ます流し網漁の禁止に伴い影響を受ける地域において

、 。資源回復や生産力向上を図るため 増殖場やホタテガイ漁場等の整備を推進します
また、拠点漁港における品質・衛生管理対策等機能強化を図るため、屋根付き岸

壁等の整備を推進します。
国費率：10／10（うち漁港管理者１／３等）等

事業実施主体：国、北海道、市町村

５．さけ・ます等の種苗生産施設の整備対策 ２，８５０百万円

地場水産業の振興に必要なさけ・ます等の種苗生産施設、ふ化放流施設、漁獲物

鮮度保持施設等の共同利用施設の整備を支援します。

交付率：定額（北海道）等

事業実施主体：北海道、市町村、水産業協同組合等

６．さけ・ます加工原料緊急対策事業 ５５２百万円
（１）さけ・ますからの原料転換に伴う経費支援

製造ライン改修費、加工機器の整備費等さけ・ますからの原料転換（国産原料）
に要する費用を支援します。

（２）さけ・ます加工原料確保に伴う経費支援
輸入等によりさけ・ます加工原料を確保する場合に、輸送費、パッケージ変更費

等の掛かり増し経費を支援します。

補助率：定額、１／２以内

事業実施主体：北海道、民間団体等

お問い合わせ先：
１の事業 水産庁研究指導課 （０３－６７４４－２０３１）
２の事業 水産庁研究指導課 （０３－６７４４－０２０５）
３の事業 水産庁栽培養殖課 （０３－３５０２－０８９５）
４の事業 水産庁計画課 （０３－３５０２－８４９１）
５の事業 水産庁防災漁村課 （０３－６７４４－２３９１）
６の事業 水産庁加工流通課 （０３－６７４４－２３４９）
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さけ・ます流し網漁禁止緊急対策 【平成27年度補正予算額 １０，０００百万円】

ロシア水域における流し網漁業禁止法の成立（平成27年６月29日）による、さけ・ます流し網漁業の禁止
に伴う影響地域を中心とした地域経済への影響を緩和するための対策を総合的に実施。

【ロシア水域さけ・ます流し網漁業の概要】
操業隻数： 38隻 乗組員雇用： 約500名
水揚げ額： 約33億円 水揚げ量： 約6,000トン
操業期間： 5～7月
水揚げ地： 花咲港（根室市）、厚岸港（厚岸町）、

釧路港（釧路市）
漁獲物： ベニザケ、シロザケ、カラフトマス等
主な経営形態： 5～7月さけ・ます操業、8～12  

月さんま操業

【操業禁止の影響】
・5～7月の操業機会喪失により漁業経営・雇用の
維持に影響。
・根室市、厚岸町、釧路市など道東地域の基幹漁
業の一つであり、地域経済に甚大な影響。
・北海道庁は漁業及び水産加工業や運輸業等の
関連産業を含めた影響額を185億円と試算。

【対策】
・はえ縄漁法等可能性調査・検証事業

流し網に代わる代替漁法（はえ縄等）の調査・検証

・漁業構造改革総合対策事業
新たな魚種を漁獲対象とする代替漁業への転換の取組の支援

・養殖魚安定生産・供給技術開発事業
流氷の影響域でのホタテガイ垂下式養殖手法及び実用化を目指した
ベニザケ養殖手法の開発

・水産基盤整備事業 〈公共〉
生産力向上のためのホタテガイ漁場の整備
拠点漁港における品質・衛生管理の向上のための
屋根付き岸壁等を備えた衛生管理型漁港の整備等

・さけ・ます等の種苗生産施設の整備対策
さけ・ます等の種苗生産施設の整備
高鮮度・高品質な水産物流通のための漁獲物鮮度保持施設等の整備

・さけ・ます加工原料緊急対策事業
原料転換、さけ・ます原料確保

○関係漁業者の漁業転換による新たな経営展開 ○漁業資源の確保・漁業基盤の拡充による漁業活動の継続
○原料転換等による水産加工業の維持 ⇒ 漁業を核とした地域経済の回復・発展

１月　　　　　　２月  ５月 　８月 12月

　　　　   さんま棒受け　 底はえ縄　　   ドック　    さけ・ます

ロシア200海里
操業水域
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水産基盤整備事業（公共）
【７，９９０百万円】

対策のポイント
・自然災害に強く安全で安心な漁業地域の実現に向けて、漁業地域における

防災・減災対策を推進します。

・ロシア水域における流し網漁禁止法の成立に伴う北海道道東地域等を中心

とした地域経済への影響を緩和するため、漁場や漁港の整備を推進します。

・「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」を踏まえ、水産物の輸出拡大を図るため、

大規模流通・輸出拠点漁港において、衛生管理対策等を推進します。

＜背景／課題＞

・近年の急速に発達する低気圧や台風等の異常な気象災害、南海トラフ等の切迫した大

規模地震・津波等による施設被害や地域産業への影響を最小限に抑えるため、漁業地

域における防災・減災対策が必要です。

・平成27年６月29日に流し網漁を禁止するロシア連邦法が成立し、平成28年１月以降ロ

シア水域におけるさけ・ます流し網漁が操業できない事態となっているため、さけ・

ます流し網漁関係地域への影響緩和対策を総合的に実施する必要があります。

・「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に即し、高品質な我が国水産物の一層の輸出拡大を

推進するため、大規模流通・輸出拠点漁港において、衛生管理対策や流通機能の高度

化を図ることが必要です。

政策目標
○流通拠点漁港における陸揚岸壁の耐震化の推進

（20％（平成21年度）→概ね65％（平成28年度））

○我が国さけ・ます流し網漁関係者及び北海道道東地域等への影響の緩和

○水産物輸出額の拡大

（1,700億円（平成24年） → 3,500億円（平成32年））

＜主な内容＞

１．自然災害に備えた漁港施設の防災・減災対策 ３，７５５百万円

地震・津波、台風等の自然災害に強く安全で安心な漁業地域の実現に向けて、岸

壁等の耐震化や粘り強い構造をもつ防波堤など漁港施設の防災・減災対策を推進し

ます。

直轄漁港整備事業 ４３０百万円

水産流通基盤整備事業 １９０百万円

水産物供給基盤機能保全事業 １，２４６百万円

漁港施設機能強化事業 １，３３８百万円

水産生産基盤整備事業 ５５１百万円

国費率：10／10（うち漁港管理者３／10等）、１／２等

事業実施主体：国、地方公共団体

[平成27年度補正予算の概要]
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２．さけ・ます流し網漁禁止緊急対策 １，２３５百万円

ロシア水域におけるさけ・ます流し網漁の禁止に伴い影響を受ける地域において、

資源回復や生産力向上を図るため、増殖場やホタテガイ漁場等の整備を推進します。

また、拠点漁港における品質・衛生管理対策等機能強化を図るための屋根付き岸壁

等の整備を推進します。

直轄漁港整備事業 ９３０百万円

水産環境整備事業 ３０５百万円

国費率：10／10（うち漁港管理者１／３等）、２／３

事業実施主体：国、北海道、市町村

３．水産物輸出促進緊急基盤整備事業 ３，０００百万円

大規模流通・輸出拠点漁港（特定第３種漁港等）を核とした地域において、一貫

した衛生管理の下、集荷･保管･分荷･出荷等に必要な共同利用施設等を一体的に整備

します。

直轄漁港整備事業 ７７０百万円

水産流通基盤整備事業 ２，２３０百万円

国費率：10／10（うち漁港管理者２／10等）、２／３、１／２等

事業実施主体：国、地方公共団体等

［お問い合わせ先：水産庁計画課 （０３－３５０２－８４９１）］

[平成27年度補正予算の概要]
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水産基盤整備事業（平成27年度補正予算額 ７，９９０百万円） 

① 近年の急速に発達する低気圧や台風、大規模地震・津波等の自然災害に対し、安全で安心な漁業地域の実現に向けて、漁業
地域における防災・減災対策を推進。 

② ロシア水域における流し網漁禁止法の成立に伴う北海道道東地域等を中心とした地域経済への影響を緩和するため、漁場や
漁港の整備を推進。 

③ 「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」を踏まえ、水産物の輸出拡大を図るため、大規模流通・輸出拠点漁港において、衛生管理対
策等を推進。 

波浪による越波 

地震による倒壊 

野天での陸揚げ状況 

増殖場（産卵礁）
の整備 

魚礁の整備 ホタテガイ漁場の整備 
（海底耕耘） 

①防災・減災対策 

漁場の整備 

漁港の整備 

岸壁の耐震化 

粘り強い構造を持つ防波堤 

対
策 

対
策 

②さけ・ます流し網漁禁止緊急対策 

 資源回復や生産力向上のための増殖場やホタテガ
イ漁場等の整備、拠点漁港における品質・衛生管理
対策等機能強化のための屋根付き岸壁等を整備。 

 漁業地域における緊急的な防災・減災対策として、
施設の耐震化や粘り強い構造を持つ防波堤等を整
備。 

③ＴＰＰ対策 

  「大規模流通・輸出拠点漁港」（特定第３種漁港
等）を核とした地域において、周辺の小規模な産地か
らの水産物も取り込み、一貫した衛生管理の下、集
荷・保管・分荷・出荷等に必要な共同利用施設等に
ついて、一体的に整備。 
 

対
策 

大規模流通・輸出拠点漁港における施設の一体的な整備 
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漁港関係等災害復旧事業（公共）
【１，６９７百万円】

対策のポイント
台風等の災害により被災した漁港や海岸等を早期に復旧するため、災害復

旧事業を実施します。

＜背景／課題＞
台風等の災害により漁港や海岸等が被災した場合に、水産物供給機能の回復等を図

るため、災害復旧事業による早期の復旧が必要です。

政策目標
地域住民の生活の安定と水産物の安定供給体制の速やかな復旧

＜主な内容＞

１．漁港、海岸等の災害復旧事業 １，６０１百万円
台風等の災害により被災した漁港や海岸等の災害復旧を実施します。

国費率（基本 ：４/５、２/３、6.5/10）

事業実施主体：国、都道府県、市町村

２．漁港、海岸等の災害関連事業 ９６百万円
漁港や海岸等の災害復旧事業の実施のみでは、再度災害の防止に十分な効果が期

待できないと認められる場合に、当該被災箇所又はこれを含めた一連の施設につい
て、構造物の強化等を行う災害関連事業を実施します。

国費率（基本 ：５/１０）

事業実施主体：都道府県

[お問い合わせ先：水産庁防災漁村課 （０３－３５０２－５６３８）]

［平成27年度補正予算の概要］
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